
(財)財務会計基準機構会員
 

平成20年３月期　中間決算短信 平成19年11月16日

上場会社名 中外鉱業株式会社 上場取引所 東・大

コード番号 １４９１ ＵＲＬ　http://www.chugaikogyo.co.jp

代表者　　　　　（役職名）代表取締役社長 （氏名）安藤　道明

問合せ先責任者　（役職名）ＩＲセンター室長（氏名）桜庭　勲 ＴＥＬ　（０３）３２０１－１５４１

半期報告書提出予定日 平成19年12月21日   

（百万円未満切捨て）

１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 12,633 33.0 △150 － △187 － △35,808 －

18年９月中間期 9,502 34.4 △36 － △51 － △64 －

19年３月期 23,459 46.4 1,261 － 1,150 － 1,183 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 △123 61 －  

18年９月中間期 △0 28 －  

19年３月期 4 97 －  

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 13,666 12,903 94.4 44 54

18年９月中間期 44,329 43,625 98.4 188 00

19年３月期 50,282 49,613 98.7 171 15

（参考）自己資本 19年９月中間期 12,901百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 49,579百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 58 △3,793 △818 1,082

18年９月中間期 △1,021 101 △45 1,875

19年３月期 △2,620 816 4,599 5,636

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 0 00 3 00 3 00

20年３月期 0 00 －

20年３月期（予想） － 0 00 0 00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 27,400 16.8 △180 － △240 － △35,900 － △123 90
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、20ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）をご覧く

ださい。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 289,747,982株 18年９月中間期 231,947,982株 19年３月期 289,747,982株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 77,284株 18年９月中間期 71,487株 19年３月期 73,279株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 11,394 44.6 △158 － △170 － △35,533 －

18年９月中間期 7,879 41.2 △207 － △127 － △64 －

19年３月期 19,909 50.6 806 － 880 － 1,182 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 △122 66

18年９月中間期 △0 28

19年３月期 4 97

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 13,536 12,901 95.3 44 54

18年９月中間期 43,905 43,318 98.6 186 82

19年３月期 49,825 49,304 99.0 170 20

（参考）自己資本 19年９月中間期 12,901百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 49,304百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 24,800 24.6 △180 － △200 － △35,600 － △122 86

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の予想は、本資料の発表日現在における入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の３ページを参照して下さい。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、引き続き原油高による原材料費の高騰等の懸念材料はあるものの、地

価の上昇や底堅い企業業績を背景に総じて回復基調に推移いたしました。

　このような経済状況のもとで、当社グループ（当社、連結子会社）は、貴金属市況において金・銀・プラチナ等の

貴金属価格が上昇したことに加え、不動産市況においても三大都市圏を中心に地価の上昇傾向が顕著となり、業績は

堅調に推移いたしました。

　この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高12,633,575千円（前年同期9,502,410千円）となりました。営業利

益は、150,707千円の損失（前年同期36,234千円の損失）となりました。経常利益は、国庫補助金収入千円11,364千円

等、営業外収入が42,151千円あったものの、新株発行費償却6,030千円、休山管理費50,436千円等、営業外費用78,734

千円があり、187,290千円の損失（前年同期51,707千円の損失）となりました。中間純利益は、特別利益として貸倒引

当金戻入額255,400千円あったものの、特別損失として、固定資産除却損227,106千円、債権譲渡損35,496,007千円、

債務保証損失引当金繰入額150,309千円等があり、35,808,630千円の損失（前年同期64,247千円の損失）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　精金事業におきましては、金精錬能力を大幅の向上させるため、東京工場において、前連結会計年度末までに、最

新の生産技術である溶媒抽出設備の増設を終えております。適正な在庫の維持、安定操業を実現したことにより、金

生産能力は大幅に増加いたしました。

　また、販売拠点の開設等により、金地金の販売も好調に推移したことから、売上高は前年同期実績を大きく上回り

ました。

　この結果、売上高は10,866,873千円（前年同期7,657,711千円）、営業利益は68,514千円の利益（前年同期6,691千

円の利益）となりました。

　不動産事業におきましては、物件販売及び仲介事業の強化を図っております。都内複数の物件の販売の他、不動産

賃貸収入等がありました。

　この結果、売上高は390,378千円（前年同期98,572千円）、営業利益は9,328千円の損失（前年同期65,521千円の損

失）となりました。

　機械事業におきましては、好調な企業収益を背景にした設備投資や、欧州、アジア向けの輸出拡大により、工作機

械業界をはじめ需要は総じて堅調に推移いたしました。

　この結果、売上高は1,160,504千円（前年同期1,154,900千円）、営業利益は24,213千円の利益（前年同期38,341千

円の利益）となりました。

　投資事業におきましては、投資事業組合等に出資してまいりました。売上高は215,819千円（前年同期591,226千円）、

営業利益は199,099千円の利益（前年同期327,437千円の利益）となりました。

　当社グループは、当中間連結会計期間において投資事業からの撤退を決定し貸付債権を譲渡いたしました。

これに伴い多額の債権譲渡損を特別損失に計上いたしましたが、営業キャッシュ・フローは改善され、たな卸資産（仕

掛不動産）について含み益があり、借入金残高は246,251千円でありますので、今後の事業の継続については懸念は無

いと考えております。平成19年10月10日に公表いたしました第４次中期経営計画を着実に実行し、黒字化を目指して

まいります。

　通期の見通しにつきましては、精金事業、不動産事業、機械事業、概ね順調に進捗しているものの、当中間連結会

計期間において、投資事業からの撤退に伴う貸付金の債権譲渡により、特別損失として債権譲渡損を計上したことか

ら、売上高は274億円、経常利益は2億4千万円の損失、当期純利益は359億円の損失、に修正いたしました。

　これに伴い、大変不本意ではありますが、配当を見送ることにいたしました。
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(2）財政状態に関する分析

 キャッシュ・フローの状況

　 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前中間連結会計期間末より

792,777千円減少し、当中間連結会計期間末は、1,082,827千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は58,507千円（前年同期に使用した資金は1,021,082千円）となりました。

　これは主に、税金等調整前中間純損失が35,828,857千円、貸倒引当金の減少額269,830千円等による資金の減少に対

し、債務保証損失引当金の増加額150,309千円、固定資産除却損227,106千円、債権譲渡損35,496,007千円、前渡金の

減少額499,647千円等のよる資金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は3,793,731千円（前年同期に得られた資金は101,731千円）となりました。

　これは主に、投資有価証券の償還による収入3,400,000千円、短期貸付金の回収による収入6,248,335千円、長期貸

付金の回収による収入6,348,311千円、長期未収入金の回収による収入2,345,767千円等の資金の増加に対し、短期貸

付けによる支出2,112,000千円、長期貸付けによる支出20,10,000千円等による資金の減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動の結果使用した資金は818,101千円（前年同期に使用した資金は45,008千円）となりました。

　これは主に、長期借入金の返済による支出42,731千円、配当金の支払額775,027千円等による資金の減少によるもの

であります。

(キャッシュ.フロー関連指標の推移）

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
平成19年9月

中間期

自己資本比率（％） 93.4 97.4 98.1 98.6 94.4

時価ベースの自己資本比率

（％）
38.4 31.4 75.0 61.6 61.4

　自己資本比率：自己資本／総資産

　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続して実施していくことを基本としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、当期は１株当たり１円の配当を予定しておりましたが、平

成19年9月11日発表の特別損失計上に鑑み、大変不本意ではありますが、配当を見送ることといたしました。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、

市場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化し、さらにはグローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいり

たいと考えております。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年9月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めて

おります。
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(4）事業等のリスク

　当社グループの事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において当社グループが判断したものであります。 

 　①製品等の価格変動について

　　当社グループの精金事業の製品は、金、銀、白金、パラジウム等貴金属地金で国際市場商品であります。市場価格は

　国際商品市場（非鉄金属相場）及び為替相場の影響を大きく受けております。そのため市場価格の変動は当社グループ

　の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　　当社グループの不動産事業の販売価格は、景気、金利、販売価格等の動向や住宅税制等の影響を受けやすいため、こ

　れら動向により当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 　②金利動向の変動について

　　当社グループの不動産事業は、購買者の需要動向が金利の動向により大きな影響を受けるため、市場金利の変動が当

　社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　　当社グループの投資事業は、金利の動向に大きな影響を受けており、経済情勢の変動等による市場金利の変動が、当

　社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 　③法的規制について

　　当社グループの精金事業は、環境関連法令に基づき、大気、排水、土壌、地下水等の汚染防止に努め、また、休廃止

　鉱山については、鉱山保安法に基づき、坑廃水による水質汚濁の防止や堆積場の安全管理等、鉱害防止に努めておりま

　すが、関連法令の改正等によっては、当社グループにおいて新たな設備投資や費用負担が発生する可能性があります。

　　当社グループの不動産事業は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、建設業法、建築士法

　借地借家法、建物の区分所有等に関する法律、消防法、住宅の品質確保に関する法律、マンションの管理の適正化の推

　進に関する法律等による法的規制を受けております。これらの関連法令の改正等によっては、当社グループの業績及び

　財政状態に影響を与える可能性があります。当社グループは不動産業者として、「宅地建物取引業法」に基づく免許を

　受け、不動産販売及び不動産賃貸等の事業を行っております。

　　当社グループの投資事業は、金融商品取引法、投資事業有限責任組合法、出資法、利息制限法、貸金業規正法等の法

　的規制を受けており、これらの関連法令の改正等によっては、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性

　があります。当社グループは貸金業者として、「貸金業規正法」に基づく免許を受け貸金業を行っております。なお、

　当社グループは消費者金融業については行っておりません。

 　④役員に関する重要事項に係るもの

　　当社代表取締役社長安藤道明は、当社の独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構からの借入金に対して保証を

　行っております。
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２．企業集団の状況
 　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（中外鉱業株式会社）、子会社３社により構成されており、精金

事業、不動産事業、機械事業、投資事業を主たる業務としております。

（1）精金事業　　　当社及び子会社中外化学㈱が貴金属・美術品・宝飾品の販売、金・銀・白金・パラジウム等の生　

　

 　　　　　　　　　産、販売、含金銀非鉄金属の仕入販売等を行っております。　　　　　

（2）不動産事業　　当社及び子会社㈱インテックスが分譲・賃貸マンション事業、不動産の売買、仲介、賃貸及び管

 　　　　　　　　　理並びに企画開発等を行っております。

（3）機械事業　　　子会社㈱インテックスが中古工作機械・鈑金機械等の仕入、販売を行っております。

（4）投資事業　　　当社及び子会社㈱インテックス並びに子会社㈱ベンチャーサポート・キャピタルが金銭の貸付、

 　　　　　　　　　債務の保証及び債権の売買、有価証券の保有、売買、運用その他の投資、投資事業組合等への投

 　　　　　　　　　資等を行っております。

 以上述べた事項を事業系当図によって示すと次のとおりであります。

事業系統図

 

※２中外化学㈱ 

精金事業 

国内顧客 

   中外鉱業㈱ 

 精金事業 

   不動産事業 

※３投資事業 

 ※１㈱インテックス 

   不動産事業 

   機械事業 

 ※３投資事業 

経営・技術指導 

  ※２㈱ベンチャーサポート・ 

   キャピタル  

   投資事業 

経営指導 

 

不動産管理 

　（注）※１　連結子会社

          ※２　非連結子会社

※３　当社及び子会社㈱インテックスの投資事業は、平成19年８月31日付で撤退いたしました。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、歴史ある精金事業（リサイクル事業）、国内トップシェアを占める中古工作機械及び不動産事業

を含めた本業の経営に重心を置き、収益性を重視した経営を目指します。また、「常在戦場」の意識を徹底させ会社

の活性化を図り、収益力の向上を目指します。本業重視の経営を行い配当可能利益を生み出す収益体質の確立を目指

します。

　将来は、当社の各事業部を分社化するとともに、Ｍ＆Ａにより買収する子会社を含めた全体を束ねるホールディン

グカンパニー制を目指しております。迅速な意思決定と機動的な業務執行を図り、経営計画の達成を強力に推進いた

します。　

(2）目標とする経営指標

　当社は、生産性の向上及びコスト削減による業績の向上により株主価値を高め、株主資本利益率の向上を図ること

を第一の目標としております。

(3）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

　第４次中期経営計画（平成20年度から平成22年）の基本に沿って、収益力向上を図ってまいります。

 　今後のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱、原油価格の高騰等、景気減速

懸念材料はあるものの、アジア諸国の好調な輸出や内需の拡大、底堅い企業業績を背景に総じて回復基調に推移する

ものと思われます。

①精金事業

　精金事業は、東京工場において月産金550キログラムの生産体制を整えており、新たに新技術によるプラチナのリサ

イクル事業に進出し、月産20キログラムの生産体制の確立を目指してまいります。

　また、金リサイクル事業、貴金属工芸品および宝飾品販売の営業力強化を図っており、平成19年6月5日に福岡支店、

同年11月3日に銀座支店をオープンし、同年10月31日には、既存の大阪支店をより集客力のある地区へ移転いたしまし

た。

　他方、静岡県の伊豆半島には数多くの金山が分布しており、特に中央域には大規模鉱山が密集しております。

　今回、当社が鉱区を所有している静岡県伊豆市の湯ヶ島鉱床の実態把握をするため、平成20年1月から5月にかけて

ボーリング調査を実施いたします。掘削深度は800メートル、事業費は45百万円を予定しております。

②不動産事業

　不動産事業は、当社グループの経営の1つの柱として位置づけるべく事業を拡大しており、強力な情報収集力と資金

力を武器に、不動産の売買、仲介、開発を中心とした堅実でリスクのないビジネスモデルを構築し、資金の回収率を

高め、効果的な運用益を確保してまいります。

　千代田区、品川区で進めてまいりました不動産プロジェクトにつきましては、都内における旺盛な建築事業に支え

られて建築費が異常に高騰しているため、両プロジェクトの再検討が必要と判断し、１年程度の時間をかけて事業計

画を見直し再検討することを決定いたしました。

　所有不動産につきましては、今後の不動産市況を見ながら計画を立案し、順次業績に寄与していくものと考えてお

ります。　

③機械事業

　機械事業は、国内および海外の好調な設備投資に支えられ、低コストの中古工作機械、鈑金機械等の需要はますま

す高まっております。

　当社グループは、中古工作機械、鈑金機械等の仕入販売を中心としたビジネスモデルを構築しておりますが、業務

拡大のため、平成19年10月に新製品課を新設いたしました。新品の工作機械の販売にも注力し、さらなる売上高およ

び利益の増大を図ります。

　今後も顧客ニーズに応えるべく営業展開を図ってまいります。　

(4）その他、会社の経営上重要な事項

　該当事項はありません。
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金  1,875,604 1,082,827 5,636,153

２．受取手形及び売掛金 121,741 99,141 107,672

３．たな卸資産 ※４ 7,517,155 10,345,079 10,323,708

４．短期貸付金 4,759,826 － 7,476,357

５．その他 ※２ 701,675 628,948 908,631

６．貸倒引当金 △325,397 △2,655 △80,655

流動資産合計 14,650,606 33.0 12,153,341 88.9 24,371,867 48.5

Ⅱ　固定資産

1．有形固定資産

（1）建物及び構築物
※

1.2.4
419,802 230,052 395,456

（2）機械装置及び運搬
具

※1.2 241,384 189,773 262,796

（3）土地 ※2.4 696,768 646,662 640,656

（4）その他
※

1.2.4
48,014 1,405,970 25,601 1,092,090 25,922 1,324,832

2．無形固定資産 ※４ 11,498 4,921 5,588

3．投資その他の資産

（1）投資有価証券  6,359,802 107,540 3,508,571

（2）長期貸付金 18,913,452 － 18,566,008

（3）長期未収入金 2,926,767 328,427 2,563,025

（4）その他  469,084 453,036 450,546

（5）債務保証損失引当
金

 － △150,309 －

（6）貸倒引当金 △433,000 28,236,106 △328,427 410,266 △520,258 24,567,893

固定資産合計 29,653,575 66.9 1,507,278 11.0 25,898,314 51.5

Ⅲ　繰延資産 25,392 0.1 5,887 0.1 11,917 0.0

資産合計 44,329,575 100.0 13,666,508 100.0 50,282,099 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形及び買掛金 33,789 57,075 62,682

２．短期借入金 ※２ 137,608 129,351 135,459

３．未払金 163,496 93,877 64,206

４．未払法人税等 72,680 78,718 89,692

５．その他 26,678 148,099 25,481

流動負債合計 434,254 1.0 507,121 3.7 377,522 0.7

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※２ 246,251 116,900 153,523

２. 長期未払金  － 107,308 114,392

３．金属鉱業等鉱害防止
引当金

7,033 7,033 7,033

４．その他 16,468 24,252 16,178

固定負債合計 269,752 0.6 255,494 1.9 291,127 0.6

負債合計 704,006 1.6 762,616 5.6 668,649 1.3

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本           

　１．資本金   38,789,465 87.5  41,159,265 301.2  41,159,265 81.9

　２．資本剰余金   4,456,447 10.1  6,826,247 49.9  6,826,247 13.6

　３．利益剰余金   377,123 0.8  △35,052,998 △256.5  1,624,656 3.2

　４．自己株式   △30,007 △0.1  △30,539 △0.2  △30,196 △0.1

　　株主資本合計   43,593,028 98.3  12,901,975 94.4  49,579,972 98.6

Ⅱ　少数株主持分   32,539 0.1  1,916 0.0  33,477 0.1

純資産合計   43,625,568 98.4  12,903,891 94.4  49,613,450 98.7

負債純資産合計   44,329,575 100.0  13,666,508 100.0  50,282,099 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 9,502,410 100.0 12,633,575 100.0 23,459,724 100.0

Ⅱ　売上原価 8,653,181 91.1 11,880,698 94.0 20,406,314 87.0

売上総利益 849,229 8.9 752,877 6.0 3,053,410 13.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 885,464 9.3 903,584 7.2 1,791,628 7.6

営業利益 － － － － 1,261,781 5.4

営業損失 36,234 △0.4 150,707 △1.2 － －

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 13,243 534 18,408

２．国庫補助金収入 9,072 11,364 9,072

３．その他 34,231 56,546 0.6 30,253 42,151 0.3 60,674 88,154 0.3

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 3,112 2,095 5,714

２．新株発行費償却 13,242 6,030 26,716

３．休山管理費 55,161 50,436 122,330

４．その他 503 72,019 0.8 20,172 78,734 0.6 44,316 199,078 0.8

経常利益  － －  － －  1,150,857 4.9

経常損失 51,707 △0.6 187,290 △1.5 － －

Ⅵ　特別利益

１．貸倒引当金戻入額 223,500 255,400 475,500

２. 債権譲渡益 － 585 －

３．損害賠償金収入 39,075 262,575 2.8 － 255,985 2.0 39,075 514,575 2.2

Ⅶ　特別損失

１．固定資産売却損 ※２ 594 － 2,360

２．固定資産除却損 ※３ － 227,106 27,164

３. 債権譲渡損  － 35,496,007 －

４. 債務保証損失引当金
繰入額

 － 150,309 －

５．保証債務履行損失  39,075 － 39,075

６．貸倒引当金繰入額 224,782 21,169 319,299

７．その他 － 264,452 2.8 2,960 35,897,553 284.1 72,150 460,050 2.0

税金等調整前当期純
利益

－ － － － 1,205,382 5.1

税金等調整前中間純
損失

53,584 △0.6 35,828,857 △283.6 － －

法人税、住民税及び
事業税

10,462 0.1 11,333 0.1 20,958 0.1

少数株主利益 － － － － 1,139 0.0

少数株主損失 201 0.0 31,560 0.2 － －

当期純利益 － － － － 1,183,284 5.0

中間純損失 64,247 △0.7 35,808,630 △283.5 － －
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

　前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
38,789,465 7,094,121 △2,196,302 △29,879 43,657,405

中間連結会計期間中の変動額

資本準備金取崩額  △2,637,674 2,637,674  －

中間純損失   △64,247  △64,247

自己株式の取得    △128 △128

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ △2,637,674 2,573,426 △128 △64,376

平成18年９月30日　残高

（千円）
38,789,465 4,456,447 377,123 △30,007 43,593,028

少数株主持分 純資産合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
32,337 43,689,743

中間連結会計期間中の変動額

資本準備金取崩額  －

中間純損失  △64,247

自己株式の取得  △128

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
201 201

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
201 △64,175

平成18年９月30日　残高

（千円）
32,539 43,625,568
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　当中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
41,159,265 6,826,247 1,624,656 △30,196 49,579,972

中間連結会計期間中の変動額

資本準備金取崩額      

剰余金の配当   △869,024  △869,024

中間純損失   △35,808,630  △35,808,630

自己株式の取得    △342 △342

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － △36,677,654 △342 △36,677,997

平成19年９月30日　残高

（千円）
41,159,265 6,826,247 △35,052,998 △30,539 12,901,975

少数株主持分 純資産合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
33,477 49,613,450

中間連結会計期間中の変動額

資本準備金取崩額   

剰余金の配当  △869,024

中間純損失  △35,808,630

自己株式の取得  △342

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△31,560 △31,560

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△31,560 △36,709,558

平成19年９月30日　残高

（千円）
1,916 12,903,891
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　前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
38,789,465 7,094,121 △2,196,302 △29,879 43,657,405

連結会計年度中の変動額

新株の発行 2,369,800 2,369,800   4,739,600

欠損填補のための取崩し  △2,637,674 2,637,674  －

 当期純利益   1,183,284  1,183,284

自己株式の取得    △317 △317

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
    －

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
2,369,800 △267,874 3,820,959 △317 5,922,567

平成19年３月31日　残高

（千円）
41,159,265 6,826,247 1,624,656 △30,196 49,579,972

少数株主持分 純資産合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
32,337 43,689,743

連結会計年度中の変動額

新株の発行  4,739,600

 欠損填補のための取崩し  －

当期純利益  1,183,284

自己株式の取得  △317

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
1,139 1,139

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
1,139 5,923,706

平成19年３月31日　残高

（千円）
33,477 49,613,450
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

税金等調整前中間（当
期）純利益（△損失）

△53,584 △35,828,857 1,205,382

減価償却費 48,299 48,517 104,868

貸倒引当金の増加額
（△減少額）

1,282 △269,830 △156,200

債務保証損失引当金の
増減額

－ 150,309 －

受取利息及び受取配当
金

△13,243 △1,111 △18,408

支払利息 3,112 2,095 5,714

有形固定資産売却損 594 － 2,360

有形固定資産除却損 － 227,106 26,801

有価証券売却益 △5,626 － △11,212

有価証券売却損 － 9,327 －

有価証券評価損 － － 6,823

有価証券評価益 － △3,806 －

投資有価証券評価損 － 2,528 5,528

新株発行費償却 13,242 6,030 26,716

債権譲渡益 － △585 －

債権譲渡損 － 35,496,007 －

損害賠償金収入 △39,075 － △39,075

保証債務履行損失 39,075 － 39,075

売上債権の減少額（△
増加額）

△55,388 8,531 △41,319

たな卸資産の減少額
（△増加額）

△811,870 △37,911 △3,365,625

仕入債務の増加額（△
減少額）

63 △5,606 28,956

未払金の増加額　（△
減少額）

△3,900 △7,084 △7,500

預り金の増加額　（△
減少額）

△23,920 31,244 △25,263

前渡金の増加額
（△減少額）

－ 499,647 －

未収入金の減少額　
（△増加額）

△7,988 10,969 3,659

未払法人税等の増加額
（△減少額）

△8,229 △2,563 △1,714

未収消費税等の減少額
（△増加額）

2,964 51,674 △24,461

未払消費税等の増加額
（△減少額）

△2,145 8,450 △4,060

その他 △93,909 △314,601 △363,259

小計 △1,010,248 80,483 △2,602,214
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

利息及び配当金の受取
額

13,168 1,082 8,796

利息の支払額 △3,112 △2,095 △5,714

債務保証の履行支出 △339,076 － △339,076

求償債権等の受取額 339,076 － 339,076

法人税等の支払額 △20,889 △20,963 △20,889

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

△1,021,082 58,507 △2,620,022
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

出資金の増加による支
出

△500 － △500

有価証券の取得による
支出

△205,828 △223,131 △540,474

有価証券の売却による
収入

204,590 158,243 435,635

有形固定資産の取得に
よる支出

△88,530 △22,654 △172,733

有形固定資産の売却に
よる収入

341,129 － 341,597

投資有価証券の取得に
よる支出

△1,880 △1,880 △4,876

投資有価証券の売却に
よる支出

－ － 48,682

投資有価証券の償還に
よる収入

－ 3,400,000 2,800,000

無形固定資産の取得に
よる支出

△5,158 － △47

無形固定資産の売却に
よる収入

10 － 10

短期貸付けの債権譲渡
による収入

－ 144,187 －

短期貸付けによる支出 △5,700,750 △2,112,000 △11,512,250

短期貸付金の回収によ
る収入

3,430,750 6,248,335 7,971,718

長期貸付けによる支出 △600,000 △20,100,000 △5,600,000

長期貸付金の回収によ
る収入

2,710,793 6,348,311 6,415,293

長期未収入金の回収に
よる収入

17,000 2,345,767 632,000

敷金保証金の増加によ
る支出 

△2,887 20,029 △5,522

敷金保証金の減少によ
る収入

2,994 1,061 8,154

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

101,731 △3,793,731 816,686
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

長期借入金の返済によ
る支出

△44,880 △42,731 △139,757

株式の発行による収入 － － 4,739,600

配当金の支払額 － △775,027 －

自己株式の取得による
支出

△128 △342 △317

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△45,008 △818,101 4,599,525

Ⅳ　現金及び現金同等物の増
加額（△減少額）

△964,359 △4,553,325 2,796,188

Ⅴ　現金及び現金同等物の期
首残高

2,839,964 5,636,153 2,839,964

Ⅵ　現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高

 ※ 1,875,604 1,082,827 5,636,153
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

㈱インテックス

(1）連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

同左

(1）連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

同左

(2）主要な非連結子会社の名称等

中外化学㈱

㈱ベンチャーサポート・キャピ

タル

(2）主要な非連結子会社の名称等

同左

 

(2）主要な非連結子会社の名称等

同左

 

(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

(連結の範囲から除いた理由)

同左

(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社はいずれも小規

模であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用の関連会社はありま

せん。

(1）　　　　　同左 (1）　　　　　同左

(2）持分法を適用しない非連結子会

社（２社）は、それぞれ中間純損

益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。

(2）　　　　　同左 (2）持分法を適用しない非連結子会

社（２社）は、それぞれ当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

　すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致してお

ります。

同左 　すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致しており

ます。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項 (イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券

売買目的有価証券

　時価法（売却原価は移動平均

法により算定）を採用しており

ます。

売買目的有価証券

　同左

売買目的有価証券

同左

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用

しております。

満期保有目的の債券

同左

満期保有目的の債券

同左

子会社株式

　移動平均法による原価法を採

用しております。

子会社株式

同左

子会社株式

同左

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は部

分純資産直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均

法により算定）を採用してお

ります。　

時価のあるもの

同左

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は部分純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を

採用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

②デリバティブ

時価法を採用しております。

②デリバティブ

同左

②デリバティブ

同左

③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産

当社 当社 当社

販売用不動産及び仕掛不動産

　個別法による原価法を採用

しております。

販売用不動産及び仕掛不動産

同左

販売用不動産及び仕掛不動産

同左

販売用不動産及び仕掛不動産

以外のたな卸資産

　総平均法による原価法を採

用しております。

販売用不動産及び仕掛不動産

以外のたな卸資産

同左

販売用不動産及び仕掛不動産

以外のたな卸資産

同左

連結子会社㈱インテックス 連結子会社㈱インテックス 連結子会社㈱インテックス

商品

　個別法による原価法を採用

しております。

商品

同左

商品及び仕掛不動産

同左

中外鉱業㈱（1491）　平成 20 年３月期中間決算短信

－ 19 －



項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

　定率法を採用しております。

（賃貸用資産については、定額法

を採用しております。）

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）は定額法によっております。

①有形固定資産

同左

①有形固定資産

同左

　なお、主要な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び構築物　　　7～50年

機械装置及び運搬具　5～12年

  

(会計方針の変更)

　当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当中間連結会計

期間より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。

　この変更に伴う損益に与える影

響とセグメント情報に与える影響

は軽微であります。

②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

同左 同左

(ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

同左 同左

②金属鉱業等鉱害防止引当金

　当社は、金属鉱業等鉱害対策特

別措置法第７条第１項に規定する

特定施設の使用の終了後における

鉱害防止に要する費用の支出に備

えるため、必要見積額を計上して

おります。

②金属鉱業等鉱害防止引当金

同左

②金属鉱業等鉱害防止引当金

同左

③ 　　 ─────

 

③債務保証損失引当金

　関係会社への債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失負担見込

額を計上しております。

③ 　　 ─────
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(ニ）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

(ニ）重要なリース取引の処理方法

同左

(ニ）重要なリース取引の処理方法

同左

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 (ホ）重要なヘッジ会計の方法 (ホ）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

①ヘッジ会計の方法

同左

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段… 商品先物取引

ヘッジ対象… 商品

（非鉄金属）

同左 同左

③ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限

規定及び取引限度額を定めた内部

規定に基づき、商品の価格変動リ

スクの低減並びに収支の改善のた

め、ヘッジ対象に係る価格変動リ

スクを一定の範囲でヘッジしてお

ります。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計額を半期毎に比較し、

両者の変動額等を基礎にしてヘッ

ジの有効性を評価しております。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

(ヘ）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。資産に

係る控除対象外消費税等が発生

した場合は、当該中間連結会計

期間の費用として処理しており

ます。

①消費税等の会計処理

同左

①消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。資産に

係る控除対象外消費税等が発生

した場合は、当該連結会計年度

の費用として処理しております。

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金からなっております。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用してお

ります。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は43,593,028千円であります。

　なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しており

ます。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は49,579,972千円であります。

　なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。

 （金融商品に関する会計基準等）

　従来、株式発行に係る費用は新株発

行費として、繰延資産に計上し、毎期

均等額を償却してきましたが、当連結

会計年度より、「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第19号　平成18年８月11日）を適用

しており、株式交付費として全額費用

として処理しております。

 　この変更により、従来と同一の基

準によった場合に比べ、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は17,776千円

減少しております。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

834,589千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

395,433千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

748,201千円であります。

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
14,000 (-) 

建物及び構築物 175,606 (175,606)

機械装置及び運搬具 94,067 (94,067)

土地 126,539 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
1,250 (1,250)

合計 411,463 (357,063)

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
14,000  (-) 

建物及び構築物 － (-) 

機械装置及び運搬具 － (-) 

土地 126,539 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
－ (-) 

合計 140,539 (86,139)

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
14,000 (-) 

建物及び構築物 165,760 (165,760)

機械装置及び運搬具 70,938 (70,938)

土地 126,539 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
331 (331)

合計 377,570 (323,170)

②担保付債務は、次のとおりであります。 ②担保付債務は、次のとおりであります。 ②担保付債務は、次のとおりであります。

（千円） （千円）

短期借入金 7,608 (7,608)

長期借入金 9,780 (9,780)

物上保証 177,600 (177,600)

合計 194,988 (194,988)

（千円） （千円）

短期借入金 4,430 (4,430)

長期借入金 5,350 (5,350)

物上保証 141,600 (141,600)

合計 151,380 (151,380)

（千円） （千円）

短期借入金 5,459 (5,459)

長期借入金 7,052 (7,052)

物上保証 159,600 (159,600)

合計 172,111 (172,111)

　上記のうち（　）内は内書きで鉱業・工

場財団抵当並びに当該債務を示しておりま

す。

同左 同左

③物上保証に供している資産 ③物上保証に供している資産 ③物上保証に供している資産

　連結会社以外の会社の金融機関等の借入

金について、物上保証を行っております。

　連結会社以外の会社の金融機関等の借入

金について、物上保証を行っております。

　連結会社以外の会社の金融機関等の借入

金について、物上保証を行っております。

（千円）

中外化学株式会社 177,600

（千円）

中外化学株式会社 141,600

（千円）

中外化学株式会社 159,600

物上保証に供している資産 物上保証に供している資産 物上保証に供している資産

（千円）

建物及び構築物 171,611

機械装置及び運搬具 92,849

土地 75,801

有形固定資産の「その

他」
925

計 341,186

（千円）

建物及び構築物 －

機械装置及び運搬具 －

土地 75,801

有形固定資産の「その

他」
－

計 75,801

（千円）

建物及び構築物 161,942

機械装置及び運搬具 69,688

土地 75,801

有形固定資産の「その

他」
－

計 307,431
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

 　当社が物上保証しておりました土地、

建物について、保証債務を履行いたしま

したが、債務者である東洋機工㈱に求償

権に基づき保証額339,076千円を請求し全

額回収いたしましたので、保証債務履行

による損失はありません。上記金額には、

39,075千円の損害賠償金収入が含まれて

おり特別利益に計上しております。また、

保証履行に伴う保証債務履行損失39,075

千円は特別損失に計上しております。

　──────  　当社が物上保証しておりました土地、

建物について、保証債務を履行いたしま

したが、債務者である東洋機工㈱に求償

権に基づき保証額339,076千円を請求し全

額回収いたしましたので、保証債務履行

による損失はありません。上記金額には、

39,075千円の損害賠償金収入が含まれて

おり特別利益に計上しております。また、

保証履行に伴う保証債務履行損失39,075

千円は特別損失に計上しております。

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務

保証債務 保証債務 保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入金について保証を行っております。

　連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入金について保証を行っております。

　連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入金について保証を行っております。

（千円）

中外化学株式会社 177,600

（千円）

中外化学株式会社 141,600

（千円）

中外化学株式会社 159,600

※４．固定資産の保有目的の変更 ※４．　　　　────── ※４．固定資産の保有目的の変更

　従来固定資産として保有していた下記

の資産の一部を保有目的の変更により、

たな卸資産に振替えております。

　従来固定資産として保有していた下記

の資産の一部を保有目的の変更により、

たな卸資産に振替えております。

（千円）

建物及び構築物 301,104

土地 4,818,500

有形固定資産の「その

他」
280,491

無形固定資産 461,057

計 5,861,153

（千円）

建物及び構築物 313,768

土地 4,874,612

有形固定資産の「その

他」
280,491

無形固定資産 461,057

計 5,929,929
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

（千円）

給料 347,273

地代家賃 186,940

支払手数料及び支払報酬 90,584

（千円）

給料 317,923

地代家賃 183,396

支払手数料及び支払報酬 97,276

租税公課 92,296

（千円）

給料 642,462

地代家賃 375,557

支払手数料及び支払報酬 214,273

※２．固定資産売却損の内訳 ※２．　　　　　────── ※２．固定資産売却損の内訳

（千円） 

 機械装置及び運搬具 594

（千円） 

 機械装置及び運搬具 2,360

※３．　　　　　────── ※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳

 

  

  

  

　  

（千円） 

 建物及び構築物 160,661

 機械装置及び運搬具 66,408

 その他 37

　計 227,106

（千円） 

 建物及び構築物 7,714

 機械装置及び運搬具 17,815

 その他 1,634

　計 27,164
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株式数

（株）

当中間連結会計期間増加

株式数（株）

当中間連結会計期間減少

株式数（株）

当中間連結会計期間末株

式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式　 231,947,982 － － 231,947,982

合計 231,947,982 － － 231,947,982

 自己株式     

 　　普通株式　（注） 70,192 1,295 － 71,487

合計 70,192 1,295 － 71,487

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,295株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株式数

（株）

当中間連結会計期間増加

株式数（株）

当中間連結会計期間減少

株式数（株）

当中間連結会計期間末株

式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式　 289,747,982 － － 289,747,982

合計 289,747,982 － － 289,747,982

 自己株式     

 　　普通株式　（注） 73,279 4,005 － 77,284

合計 73,279 4,005 － 77,284

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加4,005株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 869,024 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株式数

（株）

当連結会計年度増加株式

数（株）

当連結会計年度減少株式

数（株）

当連結会計年度末株式数

（株）

 発行済株式     

 　　普通株式　（注）１　 231,947,982 57,800,000 － 289,747,982

合計 231,947,982 57,800,000 － 289,747,982

 自己株式     

 　　普通株式　（注）２ 70,192 3,087 － 73,279

合計 70,192 3,087 － 73,279

 （注）１．　普通株式の発行済株式総数の増加57,800,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

２．　普通株式の自己株式の株式数の増加3,087株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 869,024 利益剰余金 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

（千円）

現金及び預金 1,875,604

預入期間が３か月を超え

る定期預金

－

現金及び現金同等物 1,875,604

（千円）

現金及び預金 1,082,827

預入期間が３か月を超え

る定期預金

－

現金及び現金同等物 1,082,827

（千円）

現金及び預金 5,636,153

預入期間が３か月を超え

る定期預金

－

現金及び現金同等物 5,636,153

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日）

有価証券

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 14,000 14,000 －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 14,000 14,000 －

２　その他有価証券で時価のあるもの

該当事項はありません。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券 －

(2）その他有価証券

非上場株式 51,282

投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資
6,208,519

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日）

有価証券

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 14,000 14,000 －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 14,000 14,000 －

２　その他有価証券で時価のあるもの

該当事項はありません。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券 －

(2）その他有価証券

非上場株式 71

投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資
7,468
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前連結会計年度末（平成19年３月31日）

有価証券

１　売買目的有価証券

連結貸借対照表計上額（千円） 前連結会計年度の損益に含まれた評価差額（千円）

106,633 △6,823

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 14,000 14,000 －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

合計 14,000 14,000 －

３　その他有価証券で時価のあるもの

該当事項はありません。

４　時価評価されていない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券 －

(2）その他有価証券

非上場株式 2,600

投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資
3,405,971

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、ヘッジ会計処理を適用しておりますが、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連

結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引はありません。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

精金事業
（千円）

不動産事業
（千円）

機械事業
（千円）

投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高

(1）外部顧客に対

する売上高
7,657,711 98,572 1,154,900 591,226 9,502,410 － 9,502,410

(2）セグメント間

の内部売上高又は

振替高

－ 2,537 － － 2,537 (2,537) －

計 7,657,711 101,109 1,154,900 591,226 9,504,947 (2,537) 9,502,410

営業費用 7,651,019 166,630 1,116,559 263,788 9,197,998 340,647 9,538,645

営業利益（△は損

失）
6,691 △65,521 38,341 327,437 306,949 (343,184) △36,234

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

精金事業
（千円）

不動産事業
（千円）

機械事業
（千円）

投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高

(1）外部顧客に対

する売上高
10,866,873 390,378 1,160,504 215,819 12,633,575 － 12,633,575

(2）セグメント間

の内部売上高又は

振替高

－ 17,950 － － 17,950 (17,950) －

計 10,866,873 408,328 1,160,504 215,819 12,651,525 (17,950) 12,633,575

営業費用 10,798,358 417,656 1,136,291 16,720 12,369,026 415,256 12,784,282

営業利益（△は損

失）
68,514 △9,328 24,213 199,099 282,499 (433,206) △150,707

 （注）投資事業は、平成19年8月31日に撤退しております。
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前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

精金事業
（千円）

不動産事業
（千円）

機械事業
（千円）

投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高

(1）外部顧客に対

する売上高
16,600,120 3,352,838 2,349,545 1,157,220 23,459,724 － 23,459,724

(2）セグメント間

の内部売上高又は

振替高

－ 7,661 － － 7,661 (7,661) －

計 16,600,120 3,360,499 2,349,545 1,157,220 23,467,385 (7,661) 23,459,724

営業費用 16,549,103 2,155,255 2,242,595 520,988 21,467,942 729,999 22,197,942

営業利益（△は損

失）
51,017 1,205,243 106,949 636,232 1,999,442 (737,661) 1,261,781

　（注）１．事業区分は、事業の性質及び業種別に区分しております。

２．各区分に属する主要な製品及び事業内容

事業区分 主要製品及び事業内容

精金事業
金地金、銀地金、白金地金、パラジウム地金等の生産販売

含金銀非鉄金属の仕入販売

不動産事業 不動産の売買、分譲・賃貸マンションの販売、賃貸、仲介、保守管理

機械事業 各種中古工作機械、鈑金機械等の売買

投資事業 金融・有価証券の運用・投資事業組合等への投資

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

前中間連結会計期間
（千円）

当中間連結会計期間
（千円）

前連結会計年度
（千円）

主な内容

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額

439,339 452,701 921,799

当社本社の総務部門等管

理部門に係る費用であり

ます。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日　至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）において、本邦以

外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日　至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）において、海外売

上高がないため該当事項はありません。

中外鉱業㈱（1491）　平成 20 年３月期中間決算短信

－ 32 －



（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 188円00銭

１株当たり中間純損失金

額
 0 円28銭

　潜在株式調整後１株当たり中間
純利益金額については、１株当た
り中間純損失であり、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。　

１株当たり純資産額  44円54銭

１株当たり中間純損失金

額
123円61銭

同左

１株当たり純資産額 171円15銭

１株当たり当期純利益金

額
 4円97銭

　潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式
が存在しないため記載しておりま
せん。　

　（注）１株当たり中間純損失金額又は１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間純損失（△）又は当期純利益　（千

円）
△64,247 △35,808,630 1,183,284

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純損失（△）

又は普通株式に係る当期純利益

（千円）

△64,247 △35,808,630 1,183,284

期中平均株式数（千株） 231,877 289,672 237,735

（重要な後発事象）

 　該当事項はありません。
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５．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金  1,337,475 862,394 5,296,742

２. 受取手形  － 13,154 －

３. 売掛金 105,186 85,986 99,327

４. たな卸資産 ※４ 6,603,887 9,349,750 9,385,232

５．短期貸付金 4,928,000 84,000 5,956,000

６．未収入金 348,829 10,735 137,178

７．その他 ※２ 147,185 610,948 763,953

８. 貸倒引当金 △323,397 △2,655 △79,255

流動資産合計 13,147,168 29.9 11,014,314 81.4 21,559,178 43.3

Ⅱ　固定資産

１.有形固定資産

（1）構築物 ※1.2 93,162 20,952 87,197

（2）機械及び装置 ※1.2 234,326 148,751 236,065

（3）土地 ※2.4 183,228 133,122 127,116

 (4) その他
※

1.2.4
233,565 103,881 198,153

計 744,283 406,707 648,532

２.無形固定資産 ※４ 3,935 2,550 3,217

３.投資その他の資産

 (1）投資有価証券  6,211,119 7,540 3,408,571

 (2）関係会社株式  12,030,850 788,151 12,030,850

 (3）長期貸付金 9,166,000 1,046,000 9,901,500

 (4）長期未収入金 2,926,767 328,427 2,563,025

 (5）その他  405,622 416,091 402,786

 (6）貸倒引当金 △232,000 △328,427 △516,258

 (7) 債務保証損失
　　 引当金

－ △150,309 －

 (8）投資評価引当金 △524,000 － △188,000

計 29,984,360 2,107,473 27,602,475

固定資産合計 30,732,578 70.0 2,516,731 15.6 28,254,225 56.7

Ⅲ　繰延資産 25,392 0.1 5,887 0.0 11,917 0.0

資産合計 43,905,139 100.0 13,536,934 100.0 49,825,322 100.0
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前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 33,789 41,385 43,007

２．短期借入金 ※２ 107,608 104,430 105,459

３．未払金 127,052 28,160 13,101

４．未払法人税等 54,054 59,909 65,650

５．未払費用 8,346 12,502 9,746

６．その他 12,651 131,091 11,660

流動負債合計 343,502 0.8 377,478 2.8 248,625 0.5

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※２ 221,330 116,900 143,602

２. 長期未払金  － 87,063 94,147

３. 預り敷金保証金  15,028 46,484 27,444

４．金属鉱業等鉱害防止
引当金

7,033 7,033 7,033

固定負債合計 243,391 0.6 257,480 1.9 272,226 0.5

負債合計 586,894 1.4 634,959 4.7 520,851 1.0

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本           

　１．資本金   38,789,465 88.4  41,159,265 304.0  41,159,265 82.6

　２．資本剰余金           

   (1)資本準備金  2,962,447   5,332,247   5,332,247   

   (2)その他資本剰余金  1,494,000   1,494,000   1,494,000   

 　 資本剰余金合計   4,456,447 10.1  6,826,247 50.4  6,826,247 13.7

　３．利益剰余金           

   (1)利益準備金  167,000   253,000    167,000  

 　(2)その他利益剰余金           

 　　 繰越利益剰余金  △64,660   △35,305,998    1,182,154  

 　 利益剰余金合計   102,339 0.2  △35,052,998 △258.9  1,349,154 2.7

　４．自己株式   △30,007 △0.1  △30,539 △0.2  △30,196 △0.0

　　株主資本合計   43,318,244 98.6  12,901,975 95.3  49,304,470 99.0

純資産合計   43,318,244 98.6  12,901,975 95.3  49,304,470 99.0

負債純資産合計   43,905,139 100.0  13,536,934 100.0  49,825,322 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 7,879,396 100.0 11,394,432 100.0 19,909,754 100.0

Ⅱ　売上原価 7,568,930 96.0 10,984,693 96.4 18,011,729 90.5

売上総利益 310,465 4.0 409,738 3.6 1,898,024 9.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 517,742 6.6 568,232 5.0 1,091,929 5.5

営業利益   － －  － －  806,095 4.0

営業損失   207,277 △2.6  158,493 △1.4  － －

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 106,640 22,565 193,450

２．国庫補助金収入 － 11,364 9,072

３．その他 44,790 32,795 69,793

計 151,431 1.9 66,724 0.6 272,316 1.4

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 2,324 1,664 4,320

２．新株発行費償却 13,242 6,030 26,716

３．休山管理費 55,161 50,436 122,330

４．その他 434 20,129 44,246

計 71,162 0.9 78,261 0.7 197,615 1.0

経常利益 － － － － 880,795 4.4

経常損失 127,007 △1.6 170,030 △1.5 － －

Ⅵ　特別利益 ※１ 129,575 1.6 438,000 3.8 489,575 2.5

Ⅶ　特別損失 ※２ 61,452 0.8 35,794,451 314.1 176,631 0.9

税引前当期純利益  － － － － 1,193,740 6.0

税引前中間純損失 58,884 △0.8 35,526,481 △311.8 － －

法人税、住民税及
び事業税

5,776 0.1 6,647 0.1 11,586 0.1

当期純利益 － － － － 1,182,154 5.9

中間純損失 64,660 △0.9 35,533,128 △311.9 － －
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
38,789,465 5,600,121 1,494,000 167,000 △2,637,674 △29,879 43,383,034

中間会計期間中の変動額

資本準備金取崩額  △2,637,674   2,637,674  －

中間純損失     △64,660  △64,660

自己株式の取得      △128 △128

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ △2,637,674 － － 2,573,013 △128 △64,789

平成18年９月30日　残高

（千円）
38,789,465 2,962,447 1,494,000 167,000 △64,660 △30,007 43,318,244

当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成19年３月31日　残高

（千円）
41,159,265 5,332,247 1,494,000 167,000 1,182,154 △30,196 49,304,470

中間会計期間中の変動額

資本準備金取崩額       －

剰余金の配当     △869,024  △869,024

利益準備金への振替    86,000 △86,000  －

中間純損失     △35,533,128  △35,533,128

自己株式の取得      △342 △342

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － 86,000 △36,488,152 △342 △36,402,495

平成19年９月30日　残高

（千円）
41,159,265 5,332,247 1,494,000 253,000 △35,305,998 △30,539 12,901,975
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
38,789,465 5,600,121 1,494,000 167,000 △2,637,674 △29,879 43,383,034

事業年度中の変動額

新株の発行 2,369,800 2,369,800     4,739,600

 欠損填補のための取崩し  △2,637,674   2,637,674  －

当期純利益     1,182,154  1,182,154

自己株式の取得      △317 △317

事業年度中の変動額合計

（千円）
2,369,800 △267,874 － － 3,819,828 △317 5,921,436

平成19年３月31日　残高

（千円）
41,159,265 5,332,247 1,494,000 167,000 1,182,154 △30,196 49,304,470
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券

①売買目的有価証券

　時価法（売却原価は移動平均

法により算定）を採用しており

ます。

①売買目的有価証券

　同左

①売買目的有価証券

同左

②満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用し

ております。

②満期保有目的の債券

同左

②満期保有目的の債券

同左

③子会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

③子会社株式

同左

③子会社株式

同左

④その他有価証券 ④その他有価証券 ④その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は部分純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

時価のあるもの

同左

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は部分純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採

用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法を採用しております。

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産

①販売用不動産及び仕掛不動産

個別法に基づく原価法を採用し

ております。

①販売用不動産及び仕掛不動産

同左

①販売用不動産及び仕掛不動産

同左

②販売用不動産及び仕掛不動産以

外のたな卸資産

総平均法に基づく原価法を採用

しております。

②販売用不動産及び仕掛不動産以

外のたな卸資産

同左

②販売用不動産及び仕掛不動産以

外のたな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法を採用しております。（賃

貸用資産については、定額法を採

用しております。）

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）は定額法によっております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

　なお、主要な耐用年数は次のと

おりであります。

　建物           7～49年

　構築物        10～50年

  機械及び装置   5～12年
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(会計方針の変更)

　法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。

　この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、ソフトウエア（自社利

用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

　３年間で均等償却しております。

(1）新株発行費

           同左

(1）新株発行費

           同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）金属鉱業等鉱害防止引当金

　金属鉱業等鉱害対策特別措置法

第７条第1項に規定する特定施設

の使用の終了後における費用の支

出に備えるため、必要見積額を計

上しております。

(2）金属鉱業等鉱害防止引当金

同左

(2）金属鉱業等鉱害防止引当金

同左

(3）投資評価引当金

　関係会社株式の価値の減少に備

えるため、子会社の財政状態を勘

案して計上しております。

(3） 　　 ───── (3）投資評価引当金

 　関係会社株式の価値の減少に

備えるため、子会社の財政状態を

勘案して計上しております。

(4） 　　 ───── (4）債務保証損失引当金

　関係会社への債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失負担見込

額を計上しております。

(4） 　　 ─────

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…商品先物取引

ヘッジ対象…商品(非鉄金属)

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限

規定及び取引限度額等を定めた内

部規定に基づき、商品の価格変動

リスクの低減並びに収支の改善の

ため、ヘッジ対象に係る価格変動

リスクを一定の範囲でヘッジして

おります。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計額を半期毎に比較し、

両者の変動額等を基礎にしてヘッ

ジの有効性を評価しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。資産に

係る控除対象外消費税等が発生

した場合は、当該中間会計期間

の費用として処理しております。

(1)消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。資産に

係る控除対象外消費税等が発生

した場合は、当該事業年度の費

用として処理しております。

中外鉱業㈱（1491）　平成 20 年３月期中間決算短信

－ 41 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号　平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日)を適用しており

ます。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は43,318,244千円であります。

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は49,304,470千円であります。

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

 （金融商品に関する会計基準等）

　従来、株式発行に係る費用は新株発

行費として、繰延資産に計上し、毎期

均等額を償却してきましたが、当事業

年度より、「繰延資産の会計処理に関

する当面の取扱い」（実務対応報告第

19号　平成18年８月11日）を適用して

おり、株式交付費として全額費用とし

て処理しております。

 　この変更により、従来と同一の基

準によった場合に比べ、経常利益及び

税引前当期純利益は17,776千円減少し

ております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

709,668千円 282,081千円                   632,405千円

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
14,000 (-)

構築物 71,457 (71,457)

機械及び装置 93,862 (93,862)

土地 126,539 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
105,603 (105,603)

合計 411,463 (357,063)

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
14,000 (-)

構築物 － (-)

機械及び装置 － (-)

土地 126,539 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
－ (-)

合計 140,539 (86,139)

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
14,000 (-)

構築物 65,327 (65,327)

機械及び装置 70,782 (70,782)

土地 126,539 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
100,919 (100,919)

合計 377,570 (323,170)

②担保付債務は、次のとおりであります。 ②担保付債務は、次のとおりであります。 ②担保付債務は、次のとおりであります。

（千円） （千円）

短期借入金 7,608 (7,608)

長期借入金 9,780 (9,780)

物上保証 177,600 (177,600)

合計 194,988 (194,988)

（千円） （千円）

短期借入金 4,430 (4,430)

長期借入金 5,350 (5,350)

物上保証 141,600 (141,600)

合計 151,380 (151,380)

（千円） （千円）

短期借入金 5,459 (5,459)

長期借入金 7,052 (7,052)

物上保証 159,600 (159,600)

合計 172,111 (172,111)

　上記のうち（　）内は内書きで鉱業・工

場財団抵当並びに当該債務を示しておりま

す。

同左 同左

③物上保証に供している資産 ③物上保証に供している資産 ③物上保証に供している資産

　下記の会社の金融機関等の借入金につい

て、物上保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等の借入金につい

て、物上保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等の借入金につい

て、物上保証を行っております。

（千円）

中外化学株式会社 177,600

（千円）

中外化学株式会社 141,600

（千円）

中外化学株式会社 159,600

物上保証に供している資産 物上保証に供している資産 物上保証に供している資産

（千円）

構築物 71,457

機械及び装置 92,644

土地 35,401

有形固定資産の「その

他」
101,283

工場財団計 300,786

土地 40,400

合計 341,186

（千円）

構築物 －

機械及び装置 －

土地 35,401

有形固定資産の「その

他」
－

工場財団計 35,401

土地 40,400

合計 75,801

（千円）

構築物 65,327

機械及び装置 69,531

土地 35,401

有形固定資産の「その

他」
96,770

工場財団計 267,031

土地 40,400

合計 307,431
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前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

 　当社が物上保証しておりました土地、

建物について、保証債務を履行いたしま

したが、債務者である東洋機工㈱に求償

権に基づき保証額339,076千円を請求し全

額回収いたしましたので、保証債務履行

による損失はありません。上記金額には、

39,075千円の損害賠償金収入が含まれて

おり特別利益に計上しております。また、

保証履行に伴う保証債務履行損失39,075

千円は特別損失に計上しております。

─────  　当社が物上保証しておりました土地、

建物について、保証債務を履行いたしま

したが、債務者である東洋機工㈱に求償

権に基づき保証額339,076千円を請求し全

額回収いたしましたので、保証債務履行

による損失はありません。上記金額には、

39,075千円の損害賠償金収入が含まれて

おり特別利益に計上しております。また、

保証履行に伴う保証債務履行損失39,075

千円は特別損失に計上しております。

　３．偶発債務 　３．偶発債務 　３．偶発債務

保証債務 保証債務 保証債務

　下記の会社の金融機関等からの借入金

について保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等からの借入金

について保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等からの借入金

について保証を行っております。

（千円）

中外化学株式会社　　 177,600

株式会社インテックス 54,921

計 232,521

（千円）

中外化学株式会社　　 141,600

株式会社インテックス 24,921

計 166,521

（千円）

中外化学株式会社 159,600

株式会社インテックス 39,921

計 199,521

※４．固定資産の保有目的の変更 ※４．　　　　────── ※４．固定資産の保有目的の変更

　従来固定資産として保有していた下記

の資産の一部を保有目的の変更により、

たな卸資産に振替えております。

　従来固定資産として保有していた下記

の資産の一部を保有目的の変更により、

たな卸固定資産に振替えております。

（千円）

土地 4,818,500

有形固定資産「その他」 581,595

無形固定資産 461,057

計 5,861,153

（千円）

土地 4,874,612

有形固定資産「その他」 594,259

無形固定資産 461,057

計 5,929,929
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．特別利益のうち主要なもの ※１．特別利益のうち主要なもの ※１．特別利益のうち主要なもの

（千円）

貸倒引当金戻入額 18,500

投資評価引当金戻入額 72,000

損害賠償金収入 39,075

（千円）

貸倒引当金戻入額 250,000

投資評価引当金戻入額 188,000

損害賠償金収入 －

（千円）

貸倒引当金戻入額 42,500

投資評価引当金戻入額 408,000

損害賠償金収入 39,075

※２．特別損失のうち主要なもの ※２．特別損失のうち主要なもの ※２．特別損失のうち主要なもの

（千円）

固定資産売却損 594

固定資産除却損 －

債務保証損失引当金繰

入額
－

貸倒引当金繰入額 21,782

関係会社株式評価損 －

保証債務履行損失 39,075

債権譲渡損 －

（千円）

固定資産売却損 －

固定資産除却損 226,431

債務保証損失引当金繰

入額
150,309

貸倒引当金繰入額 21,169

関係会社株式評価損 11,242,698

保証債務履行損失 －

債権譲渡損 24,165,022

（千円）

固定資産売却損 2,360

固定資産除却損 25,995

債務保証損失引当金繰

入額
－

貸倒引当金繰入額 85,899

関係会社株式評価損 －

保証債務履行損失 39,075

債権譲渡損 －

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額

（千円）

有形固定資産 40,310

無形固定資産 717

（千円）

有形固定資産 37,469

無形固定資産 666

（千円）

有形固定資産 85,504

無形固定資産 1,435

中外鉱業㈱（1491）　平成 20 年３月期中間決算短信

－ 45 －



（中間株主資本等変動計算書関係）

 前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加　　

株式数（株）

当中間会計期間減少　　

株式数（株）

当中間会計期間末株式数

（株）

 普通株式　（注） 70,192 1,295 － 71,487

 　　　　合計 70,192 1,295 － 71,487

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,295株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加　　

株式数（株）

当中間会計期間減少　　

株式数（株）

当中間会計期間末株式数

（株）

 普通株式　（注） 73,279 4,005 － 77,284

 　　　　合計 73,279 4,005 － 77,284

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加4,005株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度増加株式数

（株）

当事業年度減少株式数

（株）

当事業年度末株式数

（株）

 普通株式　（注） 70,192 3,087 － 73,279

 　　　　合計 70,192 3,087 － 73,279

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,087株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

該当事項はありません。

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額  186円82銭

１株当たり中間純損失

金額
  0円28銭

１株当たり純資産額 44円54銭

 

１株当たり中間純損失

金額
 122円66銭

１株当たり純資産額 170円20銭

１株当たり当期純利益

金額
4円97銭

　潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、１株当たり中間純
損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

同左 　潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　（注）１株当たり中間純損失金額又は１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間純損失（△）又は当期純利益（千

円）
△64,660 △35,533,128 1,182,154

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純損失（△）又

は普通株式に係る当期純利益　　

（千円）

△64,660 △35,533,128 1,182,154

期中平均株式数（千株） 231,877 289,710 237,735

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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